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【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２０】
　［１］　負極、正極、セパレータ、及びリチウム塩を含む非水系電解液を含む非水系リ
チウム型蓄電素子であって、
　前記負極が、負極集電体と、前記負極集電体の片面上又は両面上に設けられた、負極活
物質を含む負極活物質層とを有し、かつ、前記負極活物質はリチウムイオンを吸蔵・放出
できる炭素材料を含み、
　前記負極活物質層表面のＸ線光電子分光測定（ＸＰＳ）により得られる、Ｓ２ｐスペク
トルの１６８ｅＶのピーク面積に基づいて求めたＳの元素濃度をＳ１６８ｅＶ（ａｔｏｍ
ｉｃ％）、Ｆ１ｓスペクトルの６８５ｅＶのピーク面積に基づいて求めたＦの元素濃度を
Ｆ６８５ｅＶ（ａｔｏｍｉｃ％）とするとき、元素濃度比Ｓ１６８ｅＶ／Ｆ６８５ｅＶが
、０．０２５以上０．５以下であり、
　前記正極が、正極集電体と、前記正極集電体の片面上又は両面上に設けられた、正極活
物質を含む正極活物質層とを有し、かつ、前記正極活物質は活性炭を含み、
　前記正極活物質層のＢＥＴ法により測定される単位面積当たりの比表面積をＡ（ｍ２／
ｃｍ２）とするとき、０．２≦Ａ≦１０であり、かつ、
　前記正極活物質層表面のＸ線光電子分光測定（ＸＰＳ）により得られる、Ｓ２ｐスペク
トルの１６４ｅＶのピーク面積に基づいて求めたＳの元素濃度をＳ１６４ｅＶ（ａｔｏｍ
ｉｃ％）、Ｃ１ｓスペクトルのＣのピーク面積に基づいて求めたＣの元素濃度をＣ（ａｔ
ｏｍｉｃ％）とするとき、元素濃度比Ｓ１６４ｅＶ／Ｃが、０．００１以上０．０５以下
である、非水系リチウム型蓄電素子。
　［２］　前記非水系電解液が、下記化学式（１）で表される化合物Ｘと、下記化学式（
２－１）～（２－５）のそれぞれで表される化合物から選択される１種以上の化合物Ｙと
を含む、［１］に記載の非水系リチウム型蓄電素子。

【化１】

{式（１）中、Ｒ１～Ｒ４はそれぞれ独立に、水素原子、ハロゲン原子、ホルミル基、炭
素数２～７のアシル基、ニトリル基、炭素数１～６のアルキル基、炭素数１～６のアルコ
キシ基、炭素数２～７のアルキルカルボニルオキシ基、又は炭素数２～７のアルキルオキ
シカルボニル基を表す。}
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【化２】

{式（２－１）～（２－５）中のＲ５～Ｒ２８は、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン
原子、炭素数１～１２のアルキル基、又は炭素数１～１２のハロゲン化アルキル基を表し
；そして、
式（２－１）～（２－３）及び（２－５）中のｎは、それぞれ独立に、０～３の整数であ
る。}
　［３］　前記化学式（１）で表される化合物が、チオフェン、２－メチルチオフェン、
３－メチルチオフェン、２－シアノチオフェン、３－シアノチオフェン、２，５－ジメチ
ルチオフェン、２－メトキシチオフェン、３－メトキシチオフェン、２－クロロチオフェ
ン、３－クロロチオフェン、２－アセチルチオフェン、及び３－アセチルチオフェンから
成る群から選択される１種以上であり、
　前記化学式（２－１）で表される化合物が、エチレンスルファート及び１，３－プロピ
レンスルファートから成る群から選択される１種以上であり、
　前記化学式（２－２）で表される化合物が、１，３－プロパンスルトン、２，４－ブタ
ンスルトン、１，４－ブタンスルトン、１，３－ブタンスルトン、及び２，４－ペンタン
スルトンから成る群から選択される１種以上であり、
　前記化学式（２－３）で表される化合物が、１，３－プロペンスルトン及び１，４－ブ
テンスルトンから成る群から選択される１種以上であり、
　前記化学式（２－４）で表される化合物が、３－スルフォレンであり、そして、
　前記化学式（２－５）で表される化合物が、亜硫酸エチレン、１，２－亜硫酸プロピレ
ン、及び１，３－亜硫酸プロピレンから成る群から選択される１種以上である、［２］に
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記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［４］　前記非水系電解液が、ジメチルカーボネート、エチルメチルカーボネート、ジ
エチルカーボネート、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、ブチレンカーボ
ネート、及びフルオロエチレンカーボネートから成る群から選択される少なくとも１種の
非水溶媒を含有する、［１］～［３］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子
。
　［５］　前記非水系電解液が、ＬｉＰＦ６及びＬｉＢＦ４から成る群から選択される１
種以上を含有する、［１］～［４］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［６］　前記非水系電解液が、ＬｉＮ（ＳＯ２Ｆ）２を含有する、［１］～［５］のい
ずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［７］　前記正極集電体及び前記負極集電体が、それぞれ、無孔の金属箔である、［１
］～［６］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［８］　前記正極活物質に含まれる活性炭が、ＢＪＨ法により算出した直径２０Å以上
５００Å以下の細孔に由来するメソ孔量をＶ１（ｃｃ／ｇ）、ＭＰ法により算出した直径
２０Å未満の細孔に由来するマイクロ孔量をＶ２（ｃｃ／ｇ）とするとき、０．３＜Ｖ１
≦０．８、及び０．５≦Ｖ２≦１．０を満たし、かつ、ＢＥＴ法により測定される比表面
積が１，５００ｍ２／ｇ以上３，０００ｍ２／ｇ以下を示す活性炭を含む、［１］～［７
］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［９］　前記正極活物質に含まれる活性炭が、ＢＪＨ法により算出した直径２０Å以上
５００Å以下の細孔に由来するメソ孔量Ｖ１（ｃｃ／ｇ）が０．８＜Ｖ１≦２．５を満た
し、ＭＰ法により算出した直径２０Å未満の細孔に由来するマイクロ孔量Ｖ２（ｃｃ／ｇ
）が０．８＜Ｖ２≦３．０を満たし、かつ、ＢＥＴ法により測定される比表面積が２，３
００ｍ２／ｇ以上４，０００ｍ２／ｇ以下を示す活性炭を含む、［１］～［８］のいずれ
か一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［１０］　前記正極活物質が、リチウムイオンを吸蔵及び放出可能な遷移金属酸化物を
更に含む、［１］～［９］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［１１］　前記遷移金属酸化物が、層状構造、スピネル構造、及びオリビン構造から選
ばれる構造を有する遷移金属酸化物である、［１０］に記載の非水系リチウム型蓄電素子
。
　［１２］　前記遷移金属酸化物が、ＬｉｘＮｉａＣｏｂＡｌ（１－ａ－ｂ）Ｏ２｛ａ及
びｂは、それぞれ、０．２＜ａ＜０．９７、０．２＜ｂ＜０．９７を満たす。｝、Ｌｉｘ

ＮｉｃＣｏｄＭｎ（１－ｃ－ｄ）Ｏ２｛ｃ及びｄは、それぞれ、０．２＜ｃ＜０．９７、
０．２＜ｄ＜０．９７を満たす。｝、ＬｉｘＣｏＯ２、ＬｉｘＭｎ２Ｏ４、ＬｉｘＦｅＰ
Ｏ４、ＬｉｘＭｎＰＯ４｛ｘは０≦ｘ≦１を満たす。｝、及びＬｉｚＶ２（ＰＯ４）３｛
ｚは０≦ｚ≦３を満たす。｝から成る群から選択される１種以上である、［１０］又は［
１１］に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［１３］　前記負極活物質がリチウムイオンでドープされており、そのドープ量が、前
記負極活物質の単位質量当たり５３０ｍＡｈ／ｇ以上２，５００ｍＡｈ／ｇ以下である、
［１］～［１２］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［１４］　前記負極活物質のＢＥＴ比表面積が１ｍ２／ｇ以上１，５００ｍ２／ｇ以下
である、［１］～［１３］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［１５］　前記負極活物質が粒子状であり、その平均粒子径が、１μｍ以上１０μｍ以
下である、［１３］又は［１４］に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［１６］　セル電圧４．２Ｖでの初期の内部抵抗をＲａ（Ω）、静電容量をＦ（Ｆ）、
電力量をＥ（Ｗｈ）、電極体を収納している外装体の体積をＶ（Ｌ）、及び環境温度－１
０℃における内部抵抗をＲｂとした時、以下の（ａ）、（ｂ）、及び（ｃ）の要件：
　（ａ）ＲａとＦの積Ｒａ・Ｆが０．３以上３．０以下である、
　（ｂ）Ｅ／Ｖが１５以上５０以下である、及び
　（ｃ）Ｒｂ／Ｒａが１０以下である
を同時に満たす、［１］～［１５］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
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　［１７］　セル電圧４．２Ｖでの初期の内部抵抗をＲａ（Ω）、セル電圧４．２Ｖ及び
環境温度６０℃において２か月間保存した後の２５℃における内部抵抗をＲｃ（Ω）とし
た時、以下の（ｄ）及び（ｅ）の要件：
　（ｄ）Ｒｃ／Ｒａが０．３以上３．０以下である、並びに
　（ｅ）セル電圧４．２Ｖ及び環境温度６０℃において２か月間保存した時に発生するガ
ス量が、２５℃において３０×１０－３ｃｃ／Ｆ以下である、
を同時に満たす、［１］～［１６］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［１８］　前記負極、前記正極、前記セパレータ、及び前記非水系電解液が、外装体に
収納されており、
　前記外装体が、金属缶又はラミネート包材である、［１］～［１７］のいずれか一項に
記載の非水系リチウム型蓄電素子。
　［１９］　［１］～［１８］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子を含む
、蓄電モジュール。
　［２０］　［１］～［１８］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子、又は
［１９］に記載の蓄電モジュールを含む、電力回生システム。
　［２１］　［１］～［１８］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子、又は
［１９］に記載の蓄電モジュールを含む、電力負荷平準化システム。
　［２２］　［１］～［１８］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子、又は
［１９］に記載の蓄電モジュールを含む、無停電電源システム。
　［２３］　［１］～［１８］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子、又は
［１９］に記載の蓄電モジュールを含む、非接触給電システム。
　［２２］　［１］～［１８］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子、又は
［１９］に記載の蓄電モジュールを含む、エナジーハーベストシステム。
　［２３］　［１］～［１８］のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子、又は
［１９］に記載の蓄電モジュールを含む、蓄電システム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１４４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１４４】
　一方、化合物Ｙは、負極活物質表面のＸＰＳにおいて、Ｓ２ｐスペクトルを発現する被
膜を与える含硫黄化合物の前駆体として機能する。
　式（２－１）～（２－５）中のＲ５～Ｒ２８における炭素数１～１２のアルキル基とし
ては、炭素数１～６のアルキル基が好ましく、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基
、ブチル基、ペンチル基、へキシル基等である。炭素数１～１２のハロゲン化アルキル基
としては、炭素数１～６のハロゲン化アルキル基が好ましく、例えば、クロロメチル基、
ジクロロエチル基、３，３，３－トリフルオロプロピル基、パーフルオロプロピル基等で
ある。
　化合物Ｘとして、具体的には、
　化学式（２－１）で表される化合物として例えば、エチレンスルファート、１，３－プ
ロピレンスルファート等を；
　化学式（２－２）で表される化合物として例えば、１，３－プロパンスルトン、２，４
－ブタンスルトン、１，４－ブタンスルトン、１，３－ブタンスルトン、２，４－ペンタ
ンスルトン等を；
　化学式（２－３）で表される化合物として例えば、１，３－プロペンスルトン、１，４
－ブテンスルトン等を；
　化学式（２－４）で表される化合物として例えば、３－スルフォレン等を；
　化学式（２－５）で表される化合物として例えば、亜硫酸エチレン、１，２－亜硫酸プ
ロピレン、１，３－亜硫酸プロピレン等を；
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それぞれ挙げることができ、それぞれこれらから選択される１種以上を、本実施形態の非
水系電解液に含有させるのが好ましい。
　非水系電解液中の化合物Ｙの含有割合は、化学式（２－１）～（２－５）のそれぞれで
表される化合物の合計質量が、非水系電解液の全質量に占める割合として、０．０１質量
％以上４．５質量％以下が好ましく、０．０５質量％以上４．０質量％以下がより好まし
く、０．１質量％以上３．５質量％以下が更に好ましい。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１５７】
＜非水系リチウム型蓄電素子＞
　本実施形態の非水系リチウム型蓄電素子は、負極、正極、セパレータ、及び非水系電解
液が、外装体に収納されて構成される。好ましくは、負極、正極、及びセパレータは、後
述する電極積層体又は電極捲回体が、上記の非水系電解液とともに、後述の外装体内に収
納されて構成される。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２０２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２０２】
　ｉｉｉ）低温特性の評価（Ｒｂ／Ｒａの算出）
　完成した非水系リチウム型蓄電素子について、－１０℃に設定した恒温槽内に２時間静
置した後、恒温槽を－１０℃に保ったまま富士通テレコムネットワークス株式会社製の充
放電装置（５Ｖ，３６０Ａ）を用いて、１．０Ｂの電流値で４．２Ｖに到達するまで定電
流充電し、続いて４．２Ｖの定電圧を印加する定電圧充電を、合計で２時間行った。次い
で、５０Ｃの電流値で２．２Ｖまで定電流放電を行って、放電カーブ（時間－電圧）を得
た。この放電カーブにおいて、放電時間２秒及び４秒の時点における電圧値から、直線近
似にて外挿して得られる放電時間＝０秒における電圧をＥｏとして、下記数式：
　　降下電圧ΔＥ＝４．２－Ｅｏ、及び
　　Ｒｂ＝ΔＥ／（１０Ｃ（電流値Ａ））
により、低温内部抵抗Ｒｂを算出した。
　そして、この低温内部抵抗Ｒｂと、上記「ｉｉ）初期時定数の評価（Ｒａ・Ｆの算出）
」で求めた常温内部抵抗Ｒａとから求めた比Ｒｂ／Ｒａは、６．２であった。
【手続補正５】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　負極、正極、セパレータ、及びリチウム塩を含む非水系電解液を含む非水系リチウム型
蓄電素子であって、
　前記負極が、負極集電体と、前記負極集電体の片面上又は両面上に設けられた、負極活
物質を含む負極活物質層とを有し、かつ、前記負極活物質はリチウムイオンを吸蔵・放出
できる炭素材料を含み、
　前記負極活物質層表面のＸ線光電子分光測定（ＸＰＳ）により得られる、Ｓ２ｐスペク
トルの１６８ｅＶのピーク面積に基づいて求めたＳの元素濃度をＳ１６８ｅＶ（ａｔｏｍ
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ｉｃ％）、Ｆ１ｓスペクトルの６８５ｅＶのピーク面積に基づいて求めたＦの元素濃度を
Ｆ６８５ｅＶ（ａｔｏｍｉｃ％）とするとき、元素濃度比Ｓ１６８ｅＶ／Ｆ６８５ｅＶが
、０．０２５以上０．５以下であり、
　前記正極が、正極集電体と、前記正極集電体の片面上又は両面上に設けられた、正極活
物質を含む正極活物質層とを有し、かつ、前記正極活物質は活性炭を含み、
　前記正極活物質層のＢＥＴ法により測定される単位面積当たりの比表面積をＡ（ｍ２／
ｃｍ２）とするとき、０．２≦Ａ≦１０であり、かつ、
　前記正極活物質層表面のＸ線光電子分光測定（ＸＰＳ）により得られる、Ｓ２ｐスペク
トルの１６４ｅＶのピーク面積に基づいて求めたＳの元素濃度をＳ１６４ｅＶ（ａｔｏｍ
ｉｃ％）、Ｃ１ｓスペクトルのＣのピーク面積に基づいて求めたＣの元素濃度をＣ（ａｔ
ｏｍｉｃ％）とするとき、元素濃度比Ｓ１６４ｅＶ／Ｃが、０．００１以上０．０５以下
である、非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項２】
　前記非水系電解液が、下記化学式（１）で表される化合物Ｘと、下記化学式（２－１）
～（２－５）のそれぞれで表される化合物から選択される１種以上の化合物Ｙとを含む、
請求項１に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【化１】

{式（１）中、Ｒ１～Ｒ４はそれぞれ独立に、水素原子、ハロゲン原子、ホルミル基、炭
素数２～７のアルキルカルボニル基、ニトリル基、炭素数１～６のアルキル基、炭素数１
～６のアルコキシ基、炭素数２～７のアルキルカルボニルオキシ基、又は炭素数２～７の
アルキルオキシカルボニル基を表す。}
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【化２】

{式（２－１）～（２－５）中のＲ５～Ｒ２８は、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン
原子、炭素数１～１２のアルキル基、又は炭素数１～１２のハロゲン化アルキル基を表し
；そして、
式（２－１）～（２－３）及び（２－５）中のｎは、それぞれ独立に、０～３の整数であ
る。}
【請求項３】
　前記化学式（１）で表される化合物が、チオフェン、２－メチルチオフェン、３－メチ
ルチオフェン、２－シアノチオフェン、３－シアノチオフェン、２，５－ジメチルチオフ
ェン、２－メトキシチオフェン、３－メトキシチオフェン、２－クロロチオフェン、３－
クロロチオフェン、２－アセチルチオフェン、及び３－アセチルチオフェンから成る群か
ら選択される１種以上であり、
　前記化学式（２－１）で表される化合物が、エチレンスルファート及び１，３－プロピ
レンスルファートから成る群から選択される１種以上であり、
　前記化学式（２－２）で表される化合物が、１，３－プロパンスルトン、２，４－ブタ
ンスルトン、１，４－ブタンスルトン、１，３－ブタンスルトン、及び２，４－ペンタン
スルトンから成る群から選択される１種以上であり、
　前記化学式（２－３）で表される化合物が、１，３－プロペンスルトン及び１，４－ブ
テンスルトンから成る群から選択される１種以上であり、
　前記化学式（２－４）で表される化合物が、３－スルフォレンであり、そして、
　前記化学式（２－５）で表される化合物が、亜硫酸エチレン、１，２－亜硫酸プロピレ
ン、及び１，３－亜硫酸プロピレンから成る群から選択される１種以上である、請求項２
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に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項４】
　前記非水系電解液が、ジメチルカーボネート、エチルメチルカーボネート、ジエチルカ
ーボネート、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、ブチレンカーボネート、
及びフルオロエチレンカーボネートから成る群から選択される少なくとも１種の非水溶媒
を含有する、請求項１～３のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項５】
　前記非水系電解液が、ＬｉＰＦ６及びＬｉＢＦ４から成る群から選択される１種以上を
含有する、請求項１～４のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項６】
　前記非水系電解液が、ＬｉＮ（ＳＯ２Ｆ）２を含有する、請求項１～５のいずれか一項
に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項７】
　前記正極集電体及び前記負極集電体が、それぞれ、無孔の金属箔である、請求項１～６
のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項８】
　前記正極活物質に含まれる活性炭が、ＢＪＨ法により算出した直径２０Å以上５００Å
以下の細孔に由来するメソ孔量をＶ１（ｃｃ／ｇ）、ＭＰ法により算出した直径２０Å未
満の細孔に由来するマイクロ孔量をＶ２（ｃｃ／ｇ）とするとき、０．３＜Ｖ１≦０．８
、及び０．５≦Ｖ２≦１．０を満たし、かつ、ＢＥＴ法により測定される比表面積が１，
５００ｍ２／ｇ以上３，０００ｍ２／ｇ以下を示す活性炭を含む、請求項１～７のいずれ
か一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項９】
　前記正極活物質に含まれる活性炭が、ＢＪＨ法により算出した直径２０Å以上５００Å
以下の細孔に由来するメソ孔量Ｖ１（ｃｃ／ｇ）が０．８＜Ｖ１≦２．５を満たし、ＭＰ
法により算出した直径２０Å未満の細孔に由来するマイクロ孔量Ｖ２（ｃｃ／ｇ）が０．
８＜Ｖ２≦３．０を満たし、かつ、ＢＥＴ法により測定される比表面積が２，３００ｍ２

／ｇ以上４，０００ｍ２／ｇ以下を示す活性炭を含む、請求項１～８のいずれか一項に記
載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項１０】
　前記正極活物質が、リチウムイオンを吸蔵及び放出可能な遷移金属酸化物を更に含む、
請求項１～９のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項１１】
　前記遷移金属酸化物が、層状構造、スピネル構造、及びオリビン構造から選ばれる構造
を有する遷移金属酸化物である、請求項１０に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項１２】
　前記遷移金属酸化物が、ＬｉｘＮｉａＣｏｂＡｌ（１－ａ－ｂ）Ｏ２｛ａ及びｂは、そ
れぞれ、０．２＜ａ＜０．９７、０．２＜ｂ＜０．９７を満たす。｝、ＬｉｘＮｉｃＣｏ

ｄＭｎ（１－ｃ－ｄ）Ｏ２｛ｃ及びｄは、それぞれ、０．２＜ｃ＜０．９７、０．２＜ｄ
＜０．９７を満たす。｝、ＬｉｘＣｏＯ２、ＬｉｘＭｎ２Ｏ４、ＬｉｘＦｅＰＯ４、Ｌｉ

ｘＭｎＰＯ４｛ｘは０≦ｘ≦１を満たす。｝、及びＬｉｚＶ２（ＰＯ４）３｛ｚは０≦ｚ
≦３を満たす。｝から成る群から選択される１種以上である、請求項１０又は１１に記載
の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項１３】
　前記負極活物質がリチウムイオンでドープされており、そのドープ量が、前記負極活物
質の単位質量当たり５３０ｍＡｈ／ｇ以上２，５００ｍＡｈ／ｇ以下である、請求項１～
１２のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項１４】
　前記負極活物質のＢＥＴ比表面積が、１ｍ２／ｇ以上１，５００ｍ２／ｇ以下である、
請求項１～１３のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
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【請求項１５】
　前記負極活物質が粒子状であり、その平均粒子径が、１μｍ以上１０μｍ以下である、
請求項１３又は１４に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項１６】
　セル電圧４．２Ｖでの初期の内部抵抗をＲａ（Ω）、静電容量をＦ（Ｆ）、電力量をＥ
（Ｗｈ）、電極体を収納している外装体の体積をＶ（Ｌ）、及び環境温度－１０℃におけ
る内部抵抗をＲｂとした時、以下の（ａ）、（ｂ）、及び（ｃ）の要件：
　（ａ）ＲａとＦの積Ｒａ・Ｆが０．３以上３．０以下である、
　（ｂ）Ｅ／Ｖが１５以上５０以下である、及び
　（ｃ）Ｒｂ／Ｒａが１０以下である
を同時に満たす、請求項１～１５のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項１７】
　セル電圧４．２Ｖでの初期の内部抵抗をＲａ（Ω）、セル電圧４．２Ｖ及び環境温度６
０℃において２か月間保存した後の２５℃における内部抵抗をＲｃ（Ω）とした時、以下
の（ｄ）及び（ｅ）の要件：
　（ｄ）Ｒｃ／Ｒａが０．３以上３．０以下である、並びに
　（ｅ）セル電圧４．２Ｖ及び環境温度６０℃において２か月間保存した時に発生するガ
ス量が、２５℃において３０×１０－３ｃｃ／Ｆ以下である、
を同時に満たす、請求項１～１６のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項１８】
　前記負極、前記正極、前記セパレータ、及び前記非水系電解液が、外装体に収納されて
おり、
　前記外装体が、金属缶又はラミネート包材である、請求項１～１７のいずれか一項に記
載の非水系リチウム型蓄電素子。
【請求項１９】
　請求項１～１８のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子を含む、蓄電モジュ
ール。
【請求項２０】
　請求項１～１８のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子、又は請求項１９に
記載の蓄電モジュールを含む、電力回生システム。
【請求項２１】
　請求項１～１８のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子、又は請求項１９に
記載の蓄電モジュールを含む、電力負荷平準化システム。
【請求項２２】
　請求項１～１８のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子、又は請求項１９に
記載の蓄電モジュールを含む、無停電電源システム。
【請求項２３】
　請求項１～１８のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子、又は請求項１９に
記載の蓄電モジュールを含む、非接触給電システム。
【請求項２４】
　請求項１～１８のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子、又は請求項１９に
記載の蓄電モジュールを含む、エナジーハーベストシステム。
【請求項２５】
　請求項１～１８のいずれか一項に記載の非水系リチウム型蓄電素子、又は請求項１９に
記載の蓄電モジュールを含む、蓄電システム。
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